
博物館の登録・指定に関する留意事項（案） 

 

〇 新博物館法に基づく登録の実務や博物館の運営等に際して、具体的な考え方を示す必要

がある事項については、以下のような考え方に基づき示すこととしてはどうか。 

 

 

（１）地方公共団体等以外の法人が博物館を設置しようとするときの要件 

 

■新博物館法第 13条第１項第１号 ロ（抜粋） 

⑴ 博物館を運営するために必要な経済的基礎を有すること 

⑵ 担当役員が博物館を運営するために必要な知識又は経験を有すること 

⑶ 担当役員が社会的信望を有すること 

 

・ 法人の「経済的基礎」については、博物館の事業に関する収支の計画（すでに実績が

ある場合は実績を含む。）の提出を求めるとともに、会社更生法による更生手続きの中

にないことを申告させる等により確認すること 

・ 役員の「知識又は経験」及び「社会的信望」については、役員の履歴書等の提出を求

めるとともに、反社会的勢力との関係がないことを申告させる等により確認すること 

 

※ 書面や資料の提出が過重な負担とならないよう配慮することが求められること 

 

（２）博物館の登録に係る審査等を行う際の学識経験者への意見聴取の在り方 

 

■新博物館法第 13条第３項（抜粋） 

３ 都道府県の教育委員会は、登録を行うときは、あらかじめ、博物館に関し学識経験

を有する者の意見を聴かなければならない。 

 

・ 申請中の博物館の特性（取り扱う博物館資料の種類等）を踏まえて、適切な学識経験

者の意見を聴くことが求められること 

・ 必ずしも学識経験者による合議体（委員会等）の形式をとる必要はないこと 

・ 登録の可否にかかわらず、学識経験者の意見を申請者に伝達することにより、申請中

の博物館の更なる質の向上に資することが期待できること 

・ 意見を聴取する回数や形式は、各都道府県の教育委員会の状況に応じて判断されたい

が、文化庁において都道府県の状況等を聞き取りつつ、望ましい形式を示す予定である

こと 

  

資料５ 



（３）博物館の登録を行った際の公表の在り方 

 

■新博物館法第 14条第２項（抜粋） 

２ 都道府県の教育委員会は、登録をしたときは、遅滞なく、その旨を当該登録の申請

をした者に通知するとともに、前項各号に掲げる事項をインターネットの利用その他

の方法により公表しなければならない。 

 

・ 博物館を登録したときに公表することとしている趣旨は、博物館の利用者や、資料の

寄贈や寄託を行おうとする者の便宜にかなう点にあり、法定されている事項（設置者及

び博物館の名称・所在地）以外の情報も積極的に公表することが望ましいこと 

・ 公表の方法や形式は、各都道府県の教育委員会の状況に応じて判断されたいが、イン

ターネットの利用をはじめとして、情報への簡便なアクセスを可能とする方法が望まし

いこと。また、利用者等の便宜の観点からは、登録した博物館をリストとして示すなど、

一覧性をもった公表を行うことが望ましいこと 

・ 登録した都道府県の責任の下、登録された博物館の情報が公表されることで、当該博

物館や博物館の登録制度自体の信頼の向上に資することが期待されること 

 

（４）登録された博物館に関する手続きの在り方 

 

■新博物館法 第 16条（博物館による都道府県の教育委員会への定期報告）、 

第 17条（都道府県の教育委員会による報告又は資料の提出の求め）、 

第 18条（都道府県の教育委員会による勧告及び命令）、 

第 19条（都道府県の教育委員会による登録の取消し） 

第 20条（博物館を廃止した際の届出） 

 

・ 博物館による都道府県の教育委員会への定期報告の頻度や形式、報告内容については、

各都道府県の教育委員会が状況に応じて定めることとなるが、必ずしも、登録の申請の

際に求めた情報を毎年度報告するよう求める必要はないこと（具体的には、文化庁にお

いて望ましい在り方を示す予定であること） 

・ 都道府県の教育委員会が、博物館に対する勧告・命令を行うとき、博物館の登録を取

り消すときには、学識経験者の意見を聴かなければならないこととされているが、登録

の際の意見聴取と同様、必ずしも合議体（委員会等）の形式をとる必要はないこと 

・ 登録の取消しの規定は、登録の際の基準を満たさなくなったことをもって、ただちに

登録の取消しを行うべきことを意図するものではなく、勧告等を通じて博物館の運営の

改善を促すことがその本旨であること 

  



（５）指定施設の指定・取消しに関する考え方及び経過措置の在り方 

 

■新博物館法 第 31条（抜粋） 

第 31 条 次の各号に掲げる者は、文部科学省令で定めるところにより、博物館の事業

に類する事業を行う施設であつて当該各号に定めるものを、博物館に相当する施設と

して指定することができる。 

一～三 （略） 

２ 前項の規定による指定をした者は、当該指定をした施設が博物館の事業に類する事

業を行う施設に該当しなくなつたと認めるときその他の文部科学省令で定める事由

に該当するときは、文部科学省令で定めるところにより、当該指定施設についての前

項の規定による指定を取り消すことができる。 

３ 第一項の規定による指定をした者は、当該指定をしたとき又は前項の規定による指

定の取消しをしたときは、その旨をインターネットの利用その他の方法により公表し

なければならない。 

■附則第２条（抜粋） 

４ この法律の施行の際現に旧博物館法第十条の登録を受けている（略）博物館は、施

行日から起算して五年を経過する日までの間は、新博物館法第十一条の登録を受けた

ものとみなす。 

６ この法律の施行の際現に旧博物館法第二十九条の指定を受けている施設は、新博物

館法第三十一条第一項の指定を受けたものとみなす 

 

・ 博物館に相当する施設として指定するか否かの判断に当たっては、博物館の登録基準

に準ずることを基本としつつ、設置主体を問わない（国や独立行政法人、個人立でも指

定することができる）ことや、学芸員の必置を求めないこと、博物館よりも少ない開館

日数を認めること等について、文部科学省令で規定すること 

・ 指定施設の指定を取り消すことができる事由については、法定されている登録の取消

しをすることができる事由に準じて、文部科学省令で規定すること 

・ 改正法の附則の規定により、旧博物館法に基づく指定を受けている施設が、新博物館

法による指定を受けたものとみなされる期間は、博物館の登録に関するみなし規定の適

用期間が５年間であることを踏まえ、同じく５年間とすること 

 

 



 

 
 

・このほか、以下 24府県の府県団体では府県内の博物館を紹介するポータルが存在 

（文化庁調べ） 

○ 茨城県博物館協会 

○ 栃木県博物館協会 

○ 群馬県博物館連絡協議会 

○ 埼玉県博物館連絡協議会 

○ 千葉県博物館協会 

○ 神奈川県博物館協会 

○ 富山県博物館協会 

○ 福井県博物館協議会 

○ ミュージアム甲斐ネットワーク（山梨） 

○ 長野県博物館協議会 

○ 静岡県博物館協会 

○ 愛知県博物館協会 

○ 滋賀県博物館協議会 

○ 京都府ミュージアムフォーラム 

○ 兵庫県博物館協会 

○ 鳥取県ミュージアムネットワーク 

○ 山口県博物館協会 

○ 愛媛県博物館協会 

○ 徳島県博物館協議会 

○ こうちミュージアムネットワーク 

○ 福岡県博物館協議会 

○ 熊本県総合博物館ネットワーク 

○ 大分県博物館協議会 

○ 鹿児島県博物館協会 


	05_博物館の登録_指定に関する留意事項
	05-2_情報公表のイメージ

